
 
 

 

【家庭教育支援チーム】 
 

（１）活動主体（チーム）について 

①チーム名 

（呼称） 

 

郡山市家庭教育支援チーム 

 （呼称：郡山家庭教育を支援する会） 

  

 

②活動拠点 郡山市立公民館（郡山市立中央公民館、地域公民館、学習センター） 

③活動範囲 
郡山市内小中学校、幼稚園・こども園、保育所の子育てをする保護者・保育

者への家庭教育支援。こおりやま広域圏へも要請に応じて支援。 

④組織体制 

 

  会員 ３２ 人（男２２・女１０） 

〇 郡山市に在住する元教職員及び社会教育に熱意を有し、会の趣旨に 

賛同する者で組織 

〇 広報・教育相談の２つの委員会を組織して年間を通して活動展開 

 

⑤活動開始年度 昭和５７年度 

⑥問合せ先 

 

（部署・氏名等） 

事務局（会長宅）：〒963－0205  郡山市堤 1－70 

会長 鈴木 隆 （すずき たかし） 

（TEL）024-952-1455   （E-mail）takun884@yahoo.co.jp 

 

（２）活動内容について 

①活動形態 

（複数チェック可能） 

保護者等への学びの場の提供 

保護者等への地域の居場所づくり 

アウトリーチ型家庭教育支援（※保護者の居場所に出向いて届ける支援） 

    ☐自宅に届ける支援（情報提供、相談対応等） 

    保育所・幼稚園・学校等に届ける支援（情報提供、相談対応等） 

    その他の保護者に届ける支援（情報提供、相談対応等） 

☐その他（                          ） 

②活動対象 

（複数チェック可能） 

乳幼児 小学生（低学年） 小学生（中学年） 小学生（高学年） 

中学生 高校生以上     

の子供を持つ保護者に対する活動を実施 



③活動内容 

【具体的な活動内容】 

〇４月：総会、５月・２月には、役員会・合同委員会を開催し、２つの委員会事

業内容・運営方法の詳細を協議し、連携を図る中で事業を展開している。 

〇７月～２月には、２つの委員会それぞれの活動計画に沿って事業展開し

ている。 

＊【広報委員会】広報紙「心豊かに」の発行（令和７年度第３４号発行） 

郡山市内小中学校・私立幼稚園・こども園・保育園・一部公民館への

配布（10 月） 

＊【教育相談委員会】幼児期の子を持つ親を対象とした、子育て出前応援

講座を年間２回実施。親子遊びや親子で調理と子育て相談の機会を

設定。 

〇市生涯学習課との連携で 7 月に「家庭教育学級合同学習会」での指導・

助言者、１０月に市内各小学校で「就学前子育て講座」での講師を行って

いる。 

〇市「生涯学習きらめきバンク」に登録し、市民の要請に応じた講話や支援

を行っている。 

〇その他、本会主催の「研修事業」に於いて、郡山市総合教育センター・教

育研修センターの幼保小連携推進研修会参加（年間）・就学前子育て講

座講師研修会（9 月）、会員相互研修会実施（11 月）など、新しい情報や

知識を取得すべく積極的に研修を行っている。 

④活動の成果 

（活動実績がある 

場合） 

〇広報紙「心豊かに」 4000 部発行。「子育て事例」等を掲載し、令和７年度

で第 34 号となる。毎年 10 月 1 日を発行日として、郡山市内小中学校、幼

稚園・こども園、保育所へ寄贈。また、10 月に開催される、市内小学校就

学前子育て講座（次年度入学児保護者対象講座）の全保護者に配布。市

内公民館に配布し掲示等を依頼し、広報活動を行った。 

〇市内小学校入学予定の保護者に対し、市生涯学習課と連携し、「就学前

子育て講座を、市内 35 ヵ所（41 校）、約 1200 人を対象に実施した。 

〇市生涯学習課主催「家庭教育学級合同学習会」において各小中学校の

家庭教育学級生（保護者）への助言者として要請され参加した。 

〇令和５年度、本会の活動の取組について、顧問津田智が「社会教育功労

者文部科学大臣表彰」を受け、令和７年度には本会が「『家庭教育支援チ

ーム』の活動の推進に係る文部科学大臣表彰」の栄誉を受けるなど活動

を高く評価されている。 

⑤活動財源 

（複数チェック可能） 

☐文部科学省補助事業（事業名：                        ） 

☐文部科学省委託事業（事業名：                        ） 

☐厚生労働省事業（事業名：                           ） 

☐地方公共団体単独事業として実施 

特段の予算措置はない（自主的に活動を実施） 

その他の支援により活動を実施 

  （令和 7 年度「福島県地域で支える子育て推進事業」を活用） 

 




